
消
費
者
保
護
の

取
り
組
み
を
進
め
ま
す

基
本
方
針
策
定
の
背
景

　

高
度
経
済
成
長
の
時
代
か
ら
顕
在
化

し
て
き
た
消
費
者
問
題
は
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
の
普
及
も
あ
っ
て
、
多
様
化
・

複
雑
化
の
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

従
来
か
ら
あ
る
訪
問
販
売
の
ト
ラ
ブ

ル
で
は
、
高
齢
者
を
狙
っ
た
事
例
が
多

く
発
生
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
架
空
請

求
の
問
題
も
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
普

及
に
よ
っ
て
、
若
年
層
の
被
害
な
ど
、

よ
り
広
範
囲
に
広
が
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
の
中
、
国
に
お
い
て

は
消
費
者
行
政
の
一
元
化
と
充
実
を
図

る
た
め
、
平
成
21
年
9
月
に
消
費
者
安

全
法
を
施
行
し
、
同
時
に
消
費
者
庁
を

設
立
し
ま
し
た
。

　

こ
の
法
律
を
受
け
て
、
本
市
で
も
消

費
者
行
政
の
位
置
づ
け
を
明
確
化
す
る

た
め
、
鳥
取
市
消
費
者
行
政
基
本
方
針

を
本
年
２
月
に
策
定
し
ま
し
た
。

基
本
方
針
の
狙
い

　

消
費
者
が
被
害
を
受
け
た
時
に
関
わ

り
を
持
つ
こ
と
に
な
る
機
関
な
ど
は
、

国
・
県
・
市
・
事
業
者
・
弁
護
士
な
ど
、

多
岐
に
わ
た
っ
て
い
ま
す
。
そ
う
し
た

場
合
に
、
ま
ず
本
市
の
市
民
総
合
相
談

セ
ン
タ
ー
が
相
談
を
受
け
付
け
る
と
と

も
に
、
必
要
に
応
じ
て
関
係
す
る
機
関

と
連
携
し
、被
害
の
救
済
を
図
り
ま
す
。

　

と
り
わ
け
、
近
年
被
害
が
多
く
認
め

ら
れ
る
高
齢
者
・
障
害
者
に
対
す
る
支

援
を
明
確
化
し
て
い
ま
す
。

基
本
方
針
の
構
成

　

基
本
方
針
で
は
、
３
つ
の
理
念
を
示

し
、
消
費
者
問
題
解
決
の
た
め
の
５
つ

の
基
本
方
針
と
、
そ
れ
に
基
づ
く
基
本

施
策
を
明
記
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
い
ち
早
く
取
り
組
む
べ
き
施

策
に
つ
い
て
は
、
６
つ
の
重
点
施
策
を

掲
げ
、
迅
速
な
対
応
を
図
り
ま
す
。

※
詳
し
く
は
本
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
い
た
だ
く
か
、
問
い
合
わ
せ
先
ま
で

ご
照
会
く
だ
さ
い
。

　

複
雑
化
す
る
消
費
者
問
題
か
ら
市
民
の
み
な
さ
ん
を
守
る
た
め
、「
鳥
取
市
消
費
者
行
政
基
本

方
針
」
を
今
年
２
月
に
策
定
し
ま
し
た
。

　

消
費
者
・
事
業
者
・
行
政
機
関
な
ど
が
連
携
し
て
取
り
組
む
基
本
方
針
の
内
容
に
つ
い
て
、

基
本
理
念
や
重
点
施
策
な
ど
、
概
略
を
紹
介
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
　
市
役
所
駅
南
庁
舎
市
民
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー 

０
８
５
７-

20-

３
８
６
２
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消費生活の安全・安心を確
保するために、食をはじめ
とする商品・サービスなど
の安全・安心を確保します。

1

消費者被害などを救済する
ために、相談体制の充実を
図り、救済のための制度的
手段の運用を進めます。

2

消費者の自立を支援するため
に、啓発活動および消費者教
育の推進、情報の収集および
提供、消費者団体の自主的な
活動の促進を図ります。

3

5 つの基本方針

行政機関や事業者などの協
力のもと、事業活動の適正
化の推進を図ります。

4

消費者を取り巻く環境の変
化に的確に対応した消費者
施策を推進します。

5

鳥取市消費者行政基本方針

6 つの重点施策

1
消費者問題における相互関係の強化と体制づくり
　消費者・事業者・行政機関などと本市の連携
を強め、消費者問題の解決に向けた体制を整備
します。

2
消費者と行政機関などとの関係強化と体制づくり
　市民総合相談センターを中心として、消費者
行政機関・問題解決機関などが連携して、消費
者問題を解決する体制づくりを推進します。

3
庁内関係課との連携強化と体制づくり
　消費者問題に関する情報を市民総合相談セン
ターに集約し、庁内関係課と連携して、問題解決
に向けて対応します。

4
高齢者などの「見守りネットワーク」づくりの推進
　高齢者や障がい者などを狙った悪質商法が増
加する現状から、高齢者や障がい者を消費者被
害から守るためのネットワークを構築します。

5
消費者被害などに関する情報収集と被害防止策
　悪質な事業者の情報を広く収集し、消費者被
害の防止のために有用な情報を消費者に提供し
ます。

6
消費者被害などの救済
　消費生活相談員、くらし 110番相談員など
を配置し、弁護士などの問題解決機関と連携
しながら消費者被害から救済します。

消費者

弁護士会
司法書士会
法テラス

市民総合相談センター
（くらし 110 番相談室）

国

連携連携

相談連携

情報提供

支援

鳥取市

鳥取県

消費者団体
関係課

鳥取県消費生活センター

関係課 警察

消費者庁

国民生活センター

製品評価技術基盤機構

福祉サービス事業者

障がい者福祉センター

地域包括支援センター

社会福祉協議会

事業者

民生児童委員

自治会・町内会

老人クラブ連合会

障がい者団体

消費者団体

高齢者
障がい者

関係機関との連携体制

情報提供

市民総合相談センター

通報・相談情報提供

高齢者などの「見守りネットワーク」
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